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概要

○平成28（2016）年５月に「森林・林業基本計画」を５年ぶりに変更。
○本格的な利用が可能な段階に入った森林資源を活用し、山村等における就業機会の創出と所
得水準の上昇をもたらす産業へと転換すること、すなわち林業・木材産業の成長産業化を早
期に実現することが重要な課題。
○新たな「森林・林業基本計画」では、資源の循環利用による林業の成長産業化、原木の安定
供給体制の構築、木材産業の競争力強化と新たな木材需要の創出に向けた取組を推進。林業・
木材産業の成長を通じて地方創生への寄与を図るとともに、地球温暖化の防止や生物多様性
の保全の取組を推進することを内容に盛り込み。

トピックス １．新たな森林・林業基本計画の策定

○森林・林業・木材産業を巡る諸課題に法制面から対応するため、平成28（2016）年５月に
森林法等の計５本の法律を改正。
○国産材の安定供給体制の構築、森林資源の再造成の確保、森林の公益的機能の維持増進を推
進し、適切な森林施業を通じた林業の成長産業化を実現。

トピックス ２．「森林法等の一部を改正する法律」の成立

○平成28（2016）年５月に「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律」（クリーン
ウッド法）が成立。この法律では、木材関連事業者が取り扱う木材等が我が国又は原産地国
の法令に適合して伐採されていることを確認すること等を措置。
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サミットの首脳宣言やＧ７新潟農業大臣会合宣言等においても、違法伐採の根
絶に向けた決意を表明。

トピックス ３．「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律」（クリーンウッド法）の成立

適切な森林施業を通じた林業の成長産業化

森林法等の一部を改正する法律の概要

 伐採後の再造
林を確保

 （森林法第10条の
８）

 深刻化する鳥
獣害を防止

 （森林法第11条）

 奥地水源林の
整備を推進

 （森林総研法第２
条、第13条）

 （森林法第39条の
５）

 分収林契約の
内容変更を円
滑化

 （分収法第11条～
第18条）

 違法な林地開
発を抑制

 （森林法第206条） 
　

 森林組合等による施業の
集約化を促進

 （森林組合法第26条、第26条の
２、第101条の２）

 所在不明の共有者が存在
する森林での施業を円滑
化

 （森林法第10条の12の２～第
10条の12の８）

 林地の境界情報等を整備
 （森林法第191条の４～第191
条の６）

 国産材の安定的な広域流
通を促進

 （木安法第４条、第８条）

森林資源の
再造成の確保
（森林法）

森林の公益的
機能の維持増進
（森林法、森林総研

法、分収法）

国産材の安定
供給体制の構築

（森林法、森林組合法、木安法）

G7伊勢志摩サミットでは、
国産ヒノキを活用した机と椅子を利用

G7農業大臣会合での様子
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概要

トピックス ４．CLTの普及に向けた基準の整備と新たなロードマップの公表
○平成28（2016）年３月と４月に、CLTを用いた建築物の一般的な設計法に関する告示が公
布・施行。同告示に基づく構造計算等を行うことによりCLTを用いた建築が可能に。
○林野庁では、CLTの普及に向け、CLTを活用した先駆的な建築物の建築等を支援し、設計・
施工方法を普及。さらに、CLT製造施設の整備を支援。
○平成29（2017）年１月には、「CLTの普及に向けた新たなロードマップ～需要の一層の拡
大を目指して～」が公表。

［CLT］
一定の寸法に加工されたひき板（ラミナ）
を繊維方向が直交するように積層接着し
た木材製品。

CLTの模式図 CLTを活用した木造建築の内装（左）と外観（右）（高知県南国市）

トピックス ５．平成28年熊本地震や台風災害の発生と復旧への取組
○平成28（2016）年４月に「平成28年熊本地震」が発生し、林野関係でも大きな被害。
○林野庁では、九州森林管理局の庁舎を避難場所として開放、職員を派遣して市町村の災害対
策を支援。被害状況の把握や早期の復旧に向け、航空レーザ計測による林地の亀裂や崩壊の
詳細な把握等を実施。特に緊急に復旧を図るべき箇所について「災害関連緊急治山事業」等
による復旧整備を実施するとともに、国の直轄施行による治山施設災害復旧や査定前着工制
度を活用した林道施設災害復旧に取り組み。
○平成28（2016）年の夏から秋にかけて台風第７号、第11号、第９号、第10号及び第16
号が相次いで上陸し、北海道や東北地方、九州地方に多くの林野被害が発生。
○林野庁では、台風通過後直ちに北海道や岩手県、鹿児島県と連携して被害調査等を実施する
とともに、早期の復旧対策に取り組み。

平成28年熊本地震による林地被害に関する
林野庁九州森林管理局の現地調査

平成28年熊本地震の被災者や被災地方公共団体に対する
九州森林管理局による支援活動


